大阪府条例第　　　号

知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例等の一部を改正　　　

する条例
（知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例の一部改正）
第一条　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例（昭和二十二年大阪府条例第十八号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料）
第二条　（略）
区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円
一、五〇〇、〇〇〇
（略）
（略）
（手当）

第三条　知事等には、給料のほか、通勤手当及び期末手当を支給する。

２　副知事には、前項に規定するもののほか、退職手当を支給する。
第六条　副知事の退職手当の額は、退職した日における副知事の給料の月額にその者の在職月数を乗じて得た額に、百分の二十を乗じて得た額とする。
２　（略）

３　第一項に規定する退職手当の支給は、任期ごとに行う。

　　　附　則

１　（略）
２　国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第
百八十二号。以下「法」という。）第二条第一
項に規定する職員（以下「国家公務員」という。）

であった者であって引き続き副知事となった
もの、又は国家公務員であった者であって引き
続き職員の退職手当に関する条例（昭和四十年
大阪府条例第四号。以下「退職手当条例」とい
う。）第一条に規定する職員となったものであ
って引き続き副知事となったものに係る法又
は退職手当条例に基づく退職手当の算定の基
　礎となるべき勤続期間は、その者の副知事とし
ての勤続期間に通算する。
３・４　（略）
５　当分の間、副知事の退職手当の額は、第六条第一項及び前項の規定により計算した額にそれぞれ百分の五十を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。
６　（略）
	（給料）
第二条　（略）
区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円

一、三一〇、〇〇〇
（略）
（略）
（手当）

第三条　知事等には、給料のほか、通勤手当、期末手当及び退職手当を支給する。

第六条　知事等の退職手当の額は、退職した日における知事又は副知事の給料の月額にその者の在職月数を乗じて得た額に、それぞれ次の表に掲げる割合を乗じて得た額とする。
区　　　　分
割　　　　　合
知事
百分の二十
副知事
百分の二十
２　（略）
３　第一項に規定する退職手当の支給は、知事又は副知事の任期ごとに行う。
　　　附　則

１　（略）
２　国家公務員退職手当法（昭和二十八年法律第
百八十二号。以下「法」という。）第二条第一
項に規定する職員（以下「国家公務員」という。）

であった者であって引き続き副知事となった
もの、又は国家公務員であった者であって引き
続き職員の退職手当に関する条例（昭和四十年
大阪府条例第四号。以下「退職手当条例」とい
う。）第一条に規定する職員となったものであ
って引き続き副知事となったものに係る法又
は退職手当条例に基く退職手当の算定の基礎
となるべき勤続期間は、その者の副知事として
の勤続期間に通算する。

３・４　（略）
５　当分の間、知事等の退職手当の額は、第六条第一項及び前項の規定により計算した額にそれぞれ百分の五十を乗じて得た額（その額に一円未満の端数を生じたときは、これを切り上げた額）とする。
６　（略）

	
	


（知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例の一部改正）
第二条　知事及び副知事の給料、手当及び旅費に関する条例の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料）

第二条　（略）

区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円

一、五二〇、〇〇〇
副知事
一、〇五〇、〇〇〇

	（給料）

第二条　（略）

区　　　　分
給料の額（月額）
知事
円

一、五〇〇、〇〇〇
副知事
一、〇三〇、〇〇〇


	
	


（大阪府監査委員条例の一部改正）
第三条　大阪府監査委員条例（昭和三十九年大阪府条例第十四号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料及び報酬）
第七条　（略）
区　　　　　分

給料又は報酬の額
常勤の監査委員
代表監査委員

円

月額　八三〇、〇〇〇
代表監査委員以外の監査委員

月額　六八〇、〇〇〇

（略）
（略）
（略）
２　（略）
	（給料及び報酬）
第七条　（略）
区　　　　　分

給料又は報酬の額
常勤の監査委員
代表監査委員

円

月額　八二〇、〇〇〇
代表監査委員以外の監査委員

月額　六七〇、〇〇〇
（略）
（略）
（略）
２　（略）

	
	


（大阪府人事委員会条例の一部改正）
第四条　大阪府人事委員会条例（昭和二十六年大阪府条例第二十三号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料及び報酬）
第三条　（略）
区　　　　　分

給料又は報酬の額
常勤の委員
委員長である委員

　　　　　　　　円

月額　八三〇、〇〇〇
その他の委員

月額　六八〇、〇〇〇

（略）
（略）
（略）
２　（略）
	（給料及び報酬）
第三条　（略）
区　　　　　分

給料又は報酬の額
常勤の委員
委員長である委員

　　　　　　　　円

月額　八二〇、〇〇〇
その他の委員

月額　六七〇、〇〇〇

（略）
（略）
（略）
２　（略）

	
	


（大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例の一部改正）
第五条　大阪府教育委員会の教育長の給与等に関する条例（昭和二十三年大阪府条例第百二十五号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。
	改正後
	改正前

	
	

	（給料）
第二条　教育長の給料の額は、月額八十八万円とする。
	（給料）
第二条　教育長の給料の額は、月額八十四万円とする。

	
	


附　則

　この条例は、平成二十七年十一月二十七日から施行する。ただし、第二条から
第五条までの規定は、平成二十八年四月一日から施行する。
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